
寄居町告示第８７号 

　寄居町地域公共交通運行継続支援金交付要綱を次のように定める。 

 

　　令和７年５月１４日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　寄居町長　　峯岸　克明 

 

　　　寄居町地域公共交通運行継続支援金交付要綱 

　（趣旨） 

第１条　この告示は、利用者の減少に加え、昨今の物価高騰の中で、町民生

活及び地域経済に不可欠な地域公共交通を確保・維持するため、運行を維

持している地域公共交通事業者（路線バス及びタクシーの各事業者）に対

する事業継続の支援を目的として、町が予算の範囲内において寄居町地域

公共交通運行継続支援金（以下「支援金」という。）を交付することに関

し、必要な事項を定めるものとする。 

２　支援金の交付に関しては、寄居町補助金等の交付手続等に関する規則（平

成３０年寄居町規則第１３号。以下「規則」という。）に定めるもののほ

か、この告示に定めるところによる。 

　（定義） 

第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

　⑴　路線バス事業者　道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」

という。）第４条に規定する国土交通大臣の許可を受けた一般乗合旅客

自動車運送事業を営む者をいう。 

　⑵　タクシー事業者　法第４条に規定する国土交通大臣の許可を受けた一

般乗用旅客自動車運送事業を営む者（福祉輸送事業に限定した許可を受

けた者を除く。）をいう。 

　⑶　対象路線　寄居町内に起点、終点又は折り返しとなる停留所を有し、

路線バスとして定期運行している路線をいう。 

　⑷　対象事業用自動車　令和７年６月１日現在において、関東運輸局又は

埼玉運輸支局の許可を受け登録している町内に配置された車両のうち、

申請日現在において引き続き一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する

車両（通院等乗降介助のタクシー、福祉タクシー及びハイヤーを除く。）

をいう。 

　（交付対象者） 

第３条　この告示による支援金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」

という。）は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

　⑴　対象路線を１路線以上運行する路線バス事業者 



　⑵　対象事業用自動車を１台以上所有（リースを含む。）するタクシー事

業者のうち、町内に営業所（個人事業主にあっては住所）を有する者 

２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は交付対象者としない。 

　⑴　法人であって、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又は

これらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者

であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又

はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を

含む。）のうちに暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団

員」という。）又は寄居町暴力団排除条例（平成２４年寄居町条例第４

号）第３条第２項に規定する暴力団関係者（以下「暴力団関係者」とい

う。）が含まれているもの 

　⑵　暴力団員がその事業活動を支配する者 

　⑶　暴力団員又は暴力団関係者 

　⑷　民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生

手続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条

の規定による更生手続開始の申立てを行っている者（町長が特に認める

者を除く。） 

　⑸　町税を滞納している者 

　⑹　寄居町エネルギー価格高騰対策運送事業者等支援金交付要綱（令和７

年寄居町告示第８６号）第６条の規定による交付申請を行った者。ただ

し、同要綱第７条の規定による交付の決定又は不交付の決定前に申請を

取り下げた場合は、この限りでない。 

　⑺　前各号に掲げるもののほか、町長が不適当と認める者 

　（支援金の額等） 

第４条　支援金の額は、次の各号に掲げる事業者の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

　⑴　路線バス事業者　１事業者につき５０万円に、対象路線１系統につき

１０万円を加えた額 

　⑵　法人のタクシー事業者　１事業者につき３０万円に、対象事業用自動

車１台当たり２万円を加えた額 

　⑶　個人のタクシー事業者　１事業者につき５万円に、対象事業用自動車

１台当たり２万円を加えた額 

２　支援金の交付は、１事業者につき１回限りとする。 

　（支援金の交付申請及び請求） 

第５条　支援金の交付を受けようとする交付対象者は、寄居町地域公共交通

運行継続支援金交付申請書兼請求書（様式第１号）に関係書類を添えて、

町長に提出しなければならない。 



２　規則第４条第２項第１号から第３号までに掲げる事項を記載した書類の

添付については、これを要しない。 

３　規則第４条第２項第４号に規定する町長が定める事項に係る書類は、次

のとおりとする。 

　⑴　法第５条の規定による許可書の写し 

　⑵　前号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

　（支援金の交付決定及び確定等） 

第６条　町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

支援金の交付の決定及びその金額を確定したときは、寄居町地域公共交通

運行継続支援金交付決定兼確定通知書（様式第２号）により、当該申請を

した者に通知し、速やかに支援金を交付するものとする。 

２　町長は、支援金の不交付を決定したときは、寄居町地域公共交通運行継

続支援金不交付決定通知書（様式第３号）により、当該申請をした者に通

知するものとする。 

　（交付決定の取消し等） 

第７条　町長は、前条第１項の規定により交付の決定を受けた者が次の各号

のいずれかに該当すると認める場合は、当該決定の全部又は一部を取り消

すことができる。 

　⑴　この告示に違反し、又は申請について不正の行為があったとき。 

　⑵　偽りその他不正の手段により支援金の交付を受けたとき。 

　⑶　前２号に掲げるもののほか、町長が不適当と認めるとき。 

２　支援金の交付を受けた者は、前項の規定により支援金の交付の決定の全

部又は一部を取り消されたときは、当該支援金の全部又は一部を返還しな

ければならない。 

　（支援金の使途等） 

第８条　支援金の交付を受けた者は、支援金を対象路線又は対象事業用自動

車の運行確保・維持の目的に使用しなければならない。 

　（状況報告及び実績報告） 

第９条　規則第１１条の規定による状況報告及び規則第１３条の報告書の提

出については、これを要しない。 

２　前項の規定にかかわらず、支援金の交付を受けた者は、支援金の使途を

明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収支等についての書類を整備保管し

ておかなければならない。 

３　前項の帳簿及び書類は、支援金の交付を受けた日の属する事業年度の翌

年度から５年間保管しなければならない。 

　（その他） 

第１０条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

　　　附　則 



　（施行期日） 

１　この告示は、令和７年６月１日から施行する。 

　（この告示の効力） 

２　この告示は、令和７年１２月３１日限り、その効力を失う。ただし、同

日までに交付の決定を受けたものに係るこの告示の規定については、この

告示の失効後もなおその効力を有する。



様式第１号（第５条関係） 

 

寄居町地域公共交通運行継続支援金交付申請書兼請求書 

 

年　　月　　日 

　（宛先） 

　　　　　　　寄居町長 

 

　下記のとおり、寄居町地域公共交通運行継続支援金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請

します。また、交付の決定があったときは、指定口座への振込みにより、次のとおり請求します。 

 

記 

１　申請者 

 
２　交付申請額及び請求額　　　　　　　　　　　　　　　　円 

　（内訳） 

 
３　振込先 

※　口座名義人は、申請者と同じ名義に限る。 
 

 

 申請者区分 
（該当するものに☑）

□路線バス事業者　□タクシー事業者
印鑑  □法人　　　　　　□個人事業主

 事業所所在地 

（個人事業主の場合は住所）

〒　　　　－ 

 法人名（事業所名）

 代表者（役職・氏名）

 申請担当者　所属・氏名

 電 話 番 号 　（　　　　）　　　　－

 
基本額 
（イ） 

１路線又は 
１台当たりの 
支援金額 
（ロ）

路線数又は 
自動車の数 
（ハ）

交付申請額及び請求額 
（イ）＋（ロ）×（ハ）

 
（万円） （万円） （路線・台） （万円）

 金融機関名 店名

 口座種別 普通　・　当座 口座番号

 
口座名義

（ﾌﾘｶﾞﾅ）

 

 同意書 
　私は、寄居町地域公共交通運行継続支援金交付要綱による支援金の交付に係る審査のため、寄居町が町税の申告
及び納付状況を調査し、並びに関係機関に照会することについて同意します。 
また、上記に記載した事項及び添付書類については、事実と相違ありません。 

（宛先） 
　　　　　寄居町長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 

申請者　住所 
法人名（事業所名） 
代表者名（氏名）



様式第２号（第６条関係） 

第　　　　　号 

年　　月　　日 

 

　　　　　　　　　様 

 

寄居町長　　　　　　　　　印 

 

　　　寄居町地域公共交通運行継続支援金交付決定兼確定通知書 

 

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった寄居町地域公共交通運行継続

支援金ついては、下記のとおり決定し、交付額を確定しましたので通知しま

す。 

 

記 

 

１　交付額　　　　　　　　　　　円 

 

２　交付条件 

 



様式第３号（第６条関係） 

第　　　　　号 

年　　月　　日 

 

　　　　　　　　　様 

 

 

寄居町長　　　　　　　　　印 

 

 

　　　寄居町地域公共交通運行継続支援金不交付決定通知書 

 

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった寄居町地域公共交通運行継続

支援金ついては、下記のとおり不交付の決定をしましたので通知します。 

 

記 

 

不交付の理由


